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14．H28海上音波探査の解析結果
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M5（北部））

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

新規

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M5（南部））

マイグレーション時間断面

マイグレーション時間断面

新規

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-3 再掲
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M6（北部））

マイグレーション時間断面

マイグレーション時間断面

新規

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-4 再掲
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M6（南部））

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

新規

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-5 再掲
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M7）

H28-M７

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

新規

Ｗ← →Ｅ

Ｗ← →Ｅ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-6 再掲
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M8）

H28-M8

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

新規

Ｗ← →Ｅ

Ｗ← →Ｅ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-7 再掲
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M9）

H28-M9

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

新規

Ｗ← →Ｅ

Ｗ← →Ｅ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-8 再掲
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H28-M10

14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M10）

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

新規

Ｗ← →Ｅ

Ｗ← →Ｅ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-9 再掲
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M11）

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-10 再掲新規
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14．H28海上音波探査の解析結果

敷地前面海域の地質構造（H28－M12）

マイグレーション 時間断面

マイグレーション 時間断面

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p14-11 再掲新規
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余 白
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15．反射法地震探査結果の分解能に関する検討



15-2
15．反射法地震探査結果の分解能に関する検討

反射法地震探査結果（深度断面）における反射面間隔の検討

 敷地付近のH31-A測線の反射法地震探査結果について，記録上で実際に見え
ている反射面間隔について考察した。

 敷地付近の浅部（深度1,000ｍ以浅）において，明瞭で比較的規則的な反射面
は，概ね20～30ｍ程度の間隔となっている。

 敷地付近の深部（深度1,000～2,000ｍ以深）において，明瞭で比較的規則的な
反射面は，概ね40～60ｍ程度の間隔となっている。

⇒ H31-A測線の反射法地震探査結果は，敷地付近においては，浅部で概ね20～
30ｍ程度，深部で概ね40～60ｍ程度の分解能を有していると考えられる。
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東通原子力発電所

Ｎ← →Ｓ

敷地付近のH31-A測線深度断面図

H31-A測線

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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深度断面図

Ｎ← →Ｓ

15．反射法地震探査結果の分解能に関する検討

（参考）レイリー基準に基づく検討（レイリー基準について）

 物理探査学会（2016）によれば，反射法地震探査における分解能（resolution）とは，一般には地震反射波を用いたときに地中の二つの異なる物性が独立
の反射面として分離できる限界を言い，レイリー基準と呼ばれる1/4波長が垂直分解能※の定義として広く用いられている。 （Reyleighの1/4波長則）

𝛥𝑑𝑇𝑈𝑁𝐼𝑁𝐺 =
𝜆𝑃𝑅𝐸𝐷

4
=

𝑉𝑖𝑛𝑡

4 ･ 𝑓𝑃𝑅𝐸𝐷

⇒ その位置における区間速度と卓越周波数からレイリー基準を求めることができる。

（𝛥𝑑𝑇𝑈𝑁𝐼𝑁𝐺 ：分解可能な層厚 𝜆𝑃𝑅𝐸𝐷 ：卓越波長 𝑉𝑖𝑛𝑡：区間速度 𝑓𝑃𝑅𝐸𝐷：卓越周波数）

 H31-A測線の反射法地震探査はバイブレーター振源を用いており，周波数帯域を12～100Hzで
制御したスイープ波にて発振していることから，観測波で得られる反射波形もこのスイープ波の
影響を受けたものになっていると考えられる。

 右図によれば，区間速度が分かれば，各々の反射面の周波数帯域に対応した分解能となってい
ることが予想される。

 区間速度は，敷地付近の浅部では比較的低速度（例えば2,000～4,000m/sec）となることが期待
され，深部では高速度（例えば4,000～5,000m/sec）となることが期待される。

 発振源12～100Hzのスイープ波から，浅部では比較的高周波数帯域の反射波となることが期待
され，深部では比較的低周波数帯域の反射波となることが期待される。

 参考として，次頁以降にH31-A測線について求めたレイリー基準を示す。

※ 以下，本検討では特別に断りが無い限り，垂直分解能を分解能という。

【 出典：物理探査ハンドブック（物理探査学会（2016）） 】
敷地

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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15．反射法地震探査結果の分解能に関する検討

（参考）レイリー基準に基づく検討（区間速度）

区間速度分布図

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

 レイリー基準の算出に必要となる区間速度（ V INT ）を示す。全体として1,500～6,000 m/secとなっている。
・測線中央部やや北寄りの深度500ｍ以浅 ： 概ね1,500～3,000 m/sec程度
・測線中央部やや南寄りの深度1,000ｍ以浅 ： 概ね3,000～4,000 m/sec程度
・測線の北部及び南部，並びに測線中央部の深度1,000ｍ以深 ： 概ね4,000～6,000 m/sec程度

区間速度分布図（深度断面図を重ねて表示）

敷地

敷地

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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15．反射法地震探査結果の分解能に関する検討

（参考）レイリー基準に基づく検討（卓越周波数）

瞬間周波数分布図

Ｎ← →Ｓ

Ｎ← →Ｓ

 レイリー基準の算出に必要となる卓越周波数（ f PRED ）（ここでは瞬間周波数）を示す。全体として20～60Hzとなっている。
・測線中央部の深度500ｍ以浅 ： 概ね50～60Hz程度
・測線中央部の深度500ｍ以深，並びに北部及び南部 ： 概ね20～40Hz程度

瞬間周波数分布図（深度断面図を重ねて表示）

敷地

敷地

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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15．反射法地震探査結果の分解能に関する検討

（参考）レイリー基準に基づく検討（レイリー基準による検討結果）

Ｎ← →Ｓ

Ｎ←

 H31-A測線に関して，区間速度分布（前々頁）及び瞬間周波数分布（前頁）より求めたレイリー基準の分布を参考に示す。
・測線中央部やや北寄りの深度500ｍ以浅 ： 概ね10ｍ程度
・測線中央部やや南寄りの深度1,000ｍ以浅 ： 概ね10～30ｍ程度
・測線の北部及び南部，並びに測線中央部の深部（深度1,000～2,000ｍ以深） ： 概ね50～60ｍ程度

レイリー基準（分解能）の分布図

→Ｓ

レイリー基準（分解能）の分布図（深度断面図を重ねて表示）

敷地付近の反射面間隔に基づく分解能の検討と
概ね整合的なものとなっている。

敷地

敷地

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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16．反射面を断層面と解釈した例



16-216．反射面を断層面と解釈した例

（参考）文献における反射面を断層面と解釈した例（Xiao and Suppe(1992)）

 Xiao and Suppe（1992）は，リストリックな正断層の上盤側の地層の変形形態の検討において，南ルイジアナやメキシコ湾の探査記録の事例を示しているが，これらの探査記録では，深部
において低角化した断層の一部が反射面として認められる。

 浅部においては，反射面の不連続部が連続する比較的高角度の正断層が見られる。
 断層は深部において低角化しているが，反射面の不連続部あるいは一部で比較的明瞭な反射面として見られる。

リストリックな正断層の例（Xiao and Suppe（1992）)

左図： Southern Louisiana rolloverの例（Figure 19（上），20a（下）) 右図： Mississippi Canyon rolloverの例（Figure 21（上），22a（下）)

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）
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16-316．反射面を断層面と解釈した例

（参考）文献における反射面を断層面と解釈した例（Moore et al.(2009)）

 熊野灘沖の南海トラフを対象に実施されたＩＯＤＰプロジェクトの探査記録
（Moore et al.（2009））によれば，プレート境界をなす主逆断層や分岐断層が
認められるが，一部に反射面として認められる比較的低角な分岐断層も見ら
れる。

熊野灘沖の南海トラフの分岐断層の例（Moore et al.（2009））

右上図： 位置図（Figure F1，F7） 左下図： 熊野断面の例（Figure F8) 右下図： 同ボーリング位置付近拡大（Figure F9)

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）
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余 白
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17．重力異常と地下構造



17-2

 敷地～敷地近傍の地下構造に関して，大深度地下構造の影響を排除した地下構造の傾向を考察するため，重力異常の1次傾向面を求め，これを除去した重力異常図を作成した。

 1次傾向面を除去した重力異常図は，高重力域及び低重力域の分布域の位置，規模や急勾配を示す領域の位置等について，除去前の重力異常図（ブーゲー異常）と概ね同様の傾向が
認められるが，敷地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

17．重力異常と地下構造

傾向面分析

仮定密度ρ＝2.67g/cm3，格子間隔1,000m，
コンター間隔は1mGal

「地質調査総合センター（編）（2013），日本重力データベース DVD版」のデータセットを用いて重力異常図及び等値線を作成した。

mGal mGal

mGal mGal

重力異常の1次傾向面（広域） 重力異常の1次傾向面（敷地近傍）1次傾向面を除去した

重力異常図（広域）

1次傾向面を除去した

重力異常図（敷地近傍）

（右図範囲） （右図範囲）

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）

資料１－２ p17-2 再掲



17-3

 敷地～敷地近傍の地下構造に関して，地下深部の構造を反映するローパスフィルタとみなせる1,000ｍ上方接続を実施するとともに，比較的浅部の地下構造の傾向を考察するためこれを除
去した重力異常図を作成した。（重力異常は前処理として1次傾向面を除去。）

 1,000ｍ上方接続結果は，高重力域及び低重力域の分布域の位置，規模や急勾配を示す領域の位置等について，重力異常図と概ね同様の傾向が認められるが，敷地～敷地近傍に分布す
るNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

 一方，1,000ｍ上方接続結果を除去した重力異常では，全体的に小規模～中規模のブロックが存在する可能性を想起させるパターンとなっているが，敷地直下に小規模な凹地の存在が示唆
されるものの，敷地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

17．重力異常と地下構造

上方接続結果除去①

「地質調査総合センター（編）（2013），日本重力データベース DVD版」のデータセットを用いて重力異常図及び等値線を作成した。

mGalmGal

mGal mGal

重力異常の1,000m上方接続結果（広域）

（重力異常は1次傾向面を除去）

重力異常の1,000m上方接続結果（敷地近傍）1,000m上方接続結果を除去した

重力異常図（広域）

1,000m上方接続結果を除去した

重力異常図（敷地近傍）

仮定密度ρ＝2.67g/cm3，格子間隔1,000m，
コンター間隔は1mGal

（右図範囲） （右図範囲）

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）
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 2,500ｍ上方接続について検討した。

 2,500ｍ上方接続結果は，敷地南方の泊層堆積域に対応する高重力域が海域の広範な高重力域の張り出し状になっている他は，1,000ｍ上方接続結果と概ね同様の傾向が認められる
が，敷地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

 2,500ｍ上方接続結果を除去した重力異常でも， 1,000ｍ上方接続結果を除去した重力異常と概ね同様の傾向が認められるが，敷地直下に小規模な凹地の存在が示唆されるものの，敷
地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

17．重力異常と地下構造

上方接続結果除去②

「地質調査総合センター（編）（2013），日本重力データベース DVD版」のデータセットを用いて重力異常図及び等値線を作成した。

mGalmGal

mGal mGal仮定密度ρ＝2.67g/cm3，格子間隔1,000m，
コンター間隔は1mGal

重力異常の2,500m上方接続結果（広域）

（重力異常は1次傾向面を除去）

重力異常の2,500m上方接続結果（敷地近傍）2,500m上方接続結果を除去した

重力異常図（広域）

2,500m上方接続結果を除去した

重力異常図（敷地近傍）

（右図範囲） （右図範囲）

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）
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 5,000ｍ上方接続について検討した。

 5,000ｍ上方接続結果は，敷地南方の泊層堆積域に対応する顕著な高重力域が認められない他，他高度の上方接続結果と比較しより大局的な構造観を示す傾向が認められ，敷地～敷
地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

 5,000ｍ上方接続結果を除去した重力異常についても， 他高度の上方接続結果を除去した重力異常と概ね同様の傾向が認められるが，敷地直下に小規模な凹地の存在が示唆されるも
のの，敷地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

17．重力異常と地下構造

上方接続結果除去③

「地質調査総合センター（編）（2013），日本重力データベース DVD版」のデータセットを用いて重力異常図及び等値線を作成した。

mGalmGal

mGal mGal

重力異常の5,000m上方接続結果（広域）

（重力異常は1次傾向面を除去）

重力異常の5,000m上方接続結果（敷地近傍）5,000m上方接続結果を除去した

重力異常図（広域）

5,000m上方接続結果を除去した

重力異常図（敷地近傍）

仮定密度ρ＝2.67g/cm3，格子間隔1,000m，
コンター間隔は1mGal

（右図範囲） （右図範囲）

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）
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17-617．重力異常と地下構造

横浜断層と敷地～敷地近傍の比較

5,000m上方接続結果を除去した

重力異常図（敷地近傍）

「地質調査総合センター（編）（2013），日本重力データベース DVD版」のデータセットを用いて重力異常図及び等値線を作成した。

重力異常図（敷地近傍）

1次傾向面を除去した

重力異常図（敷地近傍）

1,000m上方接続結果を除去した

重力異常図（敷地近傍）

 重力異常に基づく鉛直１次微分図を作成した結果，敷地～敷地近傍には不規則な形状の閉じたゼロコンターが認められるのみであり，敷地直下に小規模な凹地の存在が示唆されるが，敷地
～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められない。

 重力異常図，1次傾向面を除去した重力異常，1,000ｍ上方接続結果を除去した重力異常，5,000ｍ上方接続結果を除去した重力異常等について，いずれも下北脊梁山地の高重力異常域とむ
つ低地～陸奥湾の低重力異常域の境界部には，NNE−SSW方向の重力異常の急勾配域が比較的直線的に連続する。

 このNNE−SSW方向の急勾配領域のうち南部については，横浜断層（図中の赤線）が分布している。なお，北部については最大急勾配部との直接の位置的な対応は認められないものの，やや
東方に高重力域の段差が認められ，規模は小さいながらもこの段差の東縁をなす急勾配領域内に下北断層が分布している。

 一方，敷地～敷地近傍については，敷地直下に小規模な凹地の存在が示唆されるものの，少なくとも，敷地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するような傾向は認められ
ない。

⇒重力異常に基づく地下構造の考察の結果，顕著な構造として横浜断層に概ね対応する位置に構造差が確認される一方で，敷地～敷地近傍に分布するNNE−SSW走向の断層群に対応するよう
な傾向は認められない。

仮定密度ρ＝2.67g/cm3，格子間隔1,000m，
コンター間隔は1mGal

mGalmGalmGalmGal

新規
第８７８回審査会合（2020.7.17）
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１8．横浜断層（東傾斜）の考慮について
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【検討用地震選定にあたっての基本的考え方】

 基準地震動Ｓｓ策定に考慮する検討用地震は，以下の２種類を考慮する。

①地質調査の結果，震源として考慮する活断層に該当すると判断した活断層による地震の中から，
敷地に大きな影響を与えると予想される地震

②地震動評価上の保守性を確保するために，①で選定した検討用地震による影響を上回る影響を
敷地に与えると予想される地震

 特に，②については，敷地～敷地周辺の地質・地質構造上の特徴も踏まえ，その断層モデルの断層
面の一部が敷地近傍に及ぶモデルを想定する。

検討用地震の選定の基本的考え方

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

震源として考慮する活断層の検討結果を踏まえた検討用地震の選定の基本的考え方

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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（２）敷地周辺における主な活断層分布

敷地周辺の主な活断層分布

No. 断層名
断層長さ

（km)
地震規模

M※1

等価震源
距離(km) ※2

１ 横浜断層(西傾斜) 15.4 7.0 17.5

２ 敷地東方沖断層 14.5 7.0 20.5

３ 出戸西方断層 11 7.0 20.3

４ 上原子－七戸西方断層 51 7.7 69.8

５ 恵山沖断層 47 7.6 95.3

６ 折爪断層 53 7.7 97.5

７ 根岸西方断層 38 7.5 73.7

８ 青森湾西岸断層帯 31 7.3 77.1

９ 津軽山地西縁断層帯北部 16 7.1 78.2

１０ 津軽山地西縁断層帯南部 23 7.2 80.7

１１
函館平野
西縁断層帯

海域南東延長部を含む
函館平野西縁断層帯

26 7.2 97.5

海域南西延長部を含む
函館平野西縁断層帯

28 7.2 103.0

敷地周辺の主な活断層の諸元および想定する地震

※1 孤立した短い活断層であるNo.1～3はM0=7.5×1018Nmを仮定し武村（1990）により算定，No.8～
10は地震調査研究推進本部（2004b），（2004c）を参考に設定，それ以外は松田（1975）により
算定。

※2 等価震源距離算定にあたり，地震発生層深さは微小地震分布などから3km～15kmに設定，断
層傾斜角は地質調査，地震調査研究推進本部（2004b），（2004c）および地震調査研究推進本
部（2017）を参考に設定。

 地質調査の結果，敷地周辺に認められる活断層のうち，敷地に
最も近い活断層は横浜断層（断層長さＬ=15.4km，等価震源距離
17.5km）である。

 なお，横浜断層の等価震源距離算定に当たっては，地質調査結
果に基づき断層傾斜角60°の西傾斜の逆断層としている。

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

震源として考慮する活断層一覧

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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18-5内陸地殻内地震

敷地周辺に存在する主な活断層により想定される地震が敷地に与える影響について，
経験式（Noda et al.（2002）による距離減衰式）で評価した場合，敷地に与える影響が
最も大きい地震は横浜断層による地震（Ｍ7.0，等価震源距離17.5km）である。

よって，「横浜断層（西傾斜）による地震」を，震源として考慮する活断層による地
震の検討用地震として選定する。

敷地周辺の活断層に想定する地震の地震動評価

（Noda et al.(2002)による） 内陸補正なし

横浜断層による地震（M7.0）
敷地東方沖断層による地震（M7.0）
出戸西方断層による地震（M7.0）
上原子－七戸西方断層による地震（M7.7）
恵山沖断層による地震（M7.6）
折爪断層による地震（M7.7）
根岸西方断層による地震（M7.5）
青森湾西岸断層帯による地震（M7.3）
津軽山地西縁断層帯北部による地震（M7.1）
津軽山地西縁断層帯南部による地震（M7.2）
海域南東延長部を含む函館平野西縁断層帯による地震（M7.2）
海域南西延長部を含む函館平野西縁断層帯による地震（M7.2）
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横浜H耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=17.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

敷地東方沖H耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=20.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

出戸西方見直しH耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=19.7,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

上原子‐七戸西方見直しH耐専'99,Ｍ7.7,Xeq=68.6,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

恵山沖H耐専'99,Ｍ7.6,Xeq=95.3,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

折爪見直しH耐専'99,Ｍ7.7,Xeq=96.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

根岸西方耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=72.2,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

青森湾西岸H耐専'99,Ｍ7.3,Xeq=77.1,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

津軽山地西縁北部H耐専'99,Ｍ7.1,Xeq=78.2,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

津軽山地西縁南部H耐専'99,Ｍ7.2,Xeq=80.7,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

函館平野西縁見直しa-b-c_H耐専'99,Ｍ7.2,Xeq=100.8,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

函館平野西縁見直しa-b-d_H耐専'99,Ｍ7.2,Xeq=96.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)
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耐専'99,Ｍ7,Xeq=17.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7,Xeq=20.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7,Xeq=20.3,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.7,Xeq=69.8,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.6,Xeq=95.3,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.7,Xeq=97.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=73.7,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.3,Xeq=77.1,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.1,Xeq=78.2,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.2,Xeq=80.7,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.2,Xeq=97.5,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.2,Xeq=103,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)

（３）震源として考慮する活断層による地震から選定される検討用地震

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

震源として考慮する活断層による地震から選定される検討用地震

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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敷地周辺に存在する活断層は下北半島の広域的な応力場等に対応した高角な逆断層が多い。また，地下深部構造（屈折法トモグラフィーによるＰ波速度分布）で
は，半島東西断面中央部付近に狭隘な速度構造の高まりが認められる。

この狭隘な速度構造の高まりと関連するような活断層は存在しないため，この速度構造の高まりをテクトニックなものとしてとらえた場合，活断層を伴わない規模
の小さい地震として陸奥湾付近（東傾斜）及び太平洋側（西傾斜）に想定することが考えられる。

地質調査の結果から，敷地に最も近い活断層は横浜断層であり，活断層を伴わない規模の小さい地震を横浜断層の位置に考慮することにより，地震動評価上の
保守性を確保する（「横浜断層（東傾斜）による地震」） 。

なお，地震動評価にあたっては，考慮する不確かさの内容によって地震動評価結果が変わってくるが，横浜断層（西傾斜）による地震と横浜断層（東傾斜）の地震
の不確かさケースは同様の考え方を採用することにより，横浜断層（東傾斜）の地震動評価上の保守性を確保する。

下北半島の速度構造（東西断面図）と検討用地震

敷地周辺の活断層の分布

敷地

陸域 横浜断層延長部

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

地震動評価上の保守性を確保するために考慮する検討用地震

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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検討ケース
地震
規模

断層傾斜角
応力降下量

（短周期レベル）
SMGA位置

破壊
開始点

①基本震源モデル
（基本ケース）

M7.0
（Mw6.5）

60°西傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

②応力降下量の不確かさを考慮したケース
（不確かさケース）

M7.0
（Mw6.5）

60°西傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値×1.5倍

断層面上端 複数

横浜断層（西傾斜）による地震の震源モデル

横浜断層（西傾斜）による地震
【震源モデル（基本ケース）】
・地質調査結果では横浜断層は断層傾斜角60°の西傾斜の逆断層であること，下北半島では高角な逆断層が卓越していること，地
震調査研究推進本部（2017）では高角な逆断層の場合傾斜角を60°と設定していることを踏まえ，傾斜角は60°を採用。

・地質調査の結果では，断層長さは15.4kmと短い活断層のため，M0=7.5×1018Nmを上回るように断層長さは27kmを採用。
・SMGAは，保守的に活断層の認定される範囲において最も敷地に近い位置に考慮。また，応力降下量は地震調査研究推進本部
（2017）に基づいた値を採用。

【震源モデル（不確かさケース）】
・不確かさケースとして，応力降下量の不確かさ（短周期レベルで1.5倍）を考慮。

横浜断層
（15.4㎞）

S N

GL-3km GL-3km

GL-15km GL-15km

上端深さ3km

20.0km(=1.33km×15）

断層面基準点

●

傾斜角60度

13.9km

(=1.39km×10） 破壊開始点1 破壊開始点2

破壊開始点3 破壊開始点4

8.3km

東通サイト

地震発生層については，
・上端深さ：3km
・下端深さ：15km

地震発生層厚さ12kmと設定

：考慮する不確かさ ：予めモデルに織り込む不確かさ

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

【参考】具体的な地震動評価

（１）横浜断層（西傾斜）による地震の断層モデルとその不確かさケース

第８７８回審査会合（2020.7.17）
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【参考】具体的な地震動評価

（２）横浜断層（東傾斜）による地震検討用地震の断層モデルとその不確かさケース

検討ケース
地震
規模

断層傾斜角
応力降下量

（短周期レベル）
SMGA位置

破壊
開始点

③基本震源モデル
（基本ケース）

M6.8
（Mw6.4）

60°東傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

④断層長さの不確かさを考慮したケース
（不確かさケース１）

M7.0
（Mw6.5）

60°東傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

⑤断層長さおよび応力降下量の不確かさを考
慮したケース（不確かさケース２）

M7.0
（Mw6.5）

60°東傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値×1.5倍

断層面上端 複数

横浜断層（東傾斜）による地震
【震源モデル（基本ケース）】

・下北半島では高角な逆断層が卓越していること，横浜断層より西側の陸奥湾付近に高角な断層を想定すると下北半島中軸部の狭隘な高まりと整合
すること，地震調査研究推進本部（2017）では高角な逆断層の場合傾斜角を60°と設定していることを踏まえ，傾斜角は60°に設定。

・当該想定震源は，下北半島中軸部の狭隘な高まりと整合する位置には活断層は認められない上で，その断層を保守的に横浜断層位置に仮定した位
置づけになるため，基本ケースとしては，断層長さをStirling et al.(2002)に基づき20kmを採用。

・SMGAは，保守的に活断層の認定される範囲において最も敷地に近い位置に考慮。また，応力降下量は地震調査研究推進本部（2017）に基づいた値
を採用。

→ 設定した震源モデルの断層面は敷地近傍に及ぶものとなる。
【震源モデル（不確かさケース）】

・不確かさケースとして，保守的に短い活断層の扱いに準じ，M0=7.5×1018Nmを上回るように断層長さ27kmを採用。
・不確かさケースとして，応力降下量の不確かさ（短周期レベルで1.5倍）を考慮，断層長さの不確かさケースと重畳させる。

検討用地震の断面と敷地との関係横浜断層（東傾斜）による地震の震源モデル

S N

GL-3km GL-3km

GL-15km GL-15km

上端深さ3km

20.0km(=1.33km×15）

断層面基準点

●

傾斜角60度

13.9km

(=1.39km×10） 破壊開始点1 破壊開始点2

破壊開始点3 破壊開始点4

4.9km

東通サイト

6.6km
横浜断層
地表延長位置L=20km

L=27km

：考慮する不確かさ ：予めモデルに織り込む不確かさ

（２）横浜断層（東傾斜）による地震検討用地震の断層モデルとその不確かさケース
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L27W1.0 ACC-CASE1-RUP1-R000-S06_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R000-S06_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R000-S08_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R000-S09_PEW_spc.waz

L27W1.5 ACC-CASE2-RUP1-R000-S06_PEW_spc.waz

ACC-CASE2-RUP2-R000-S06_PEW_spc.waz

ACC-CASE2-RUP3-R000-S08_PEW_spc.waz

ACC-CASE2-RUP4-R000-S09_PEW_spc.waz

L20E1.0 ACC-CASE1-RUP1-R068-S03_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R068-S01_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R068-S07_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R068-S10_PEW_spc.waz

L27E1.0 ACC-CASE1-RUP1-R192-S08_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R192-S03_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R192-S01_PEW_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R192-S10_PEW_spc.waz

L27E1.5 HYB.ACC-CASE2-RUP1_2pe_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP2_2pe_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP3_2pe_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP4_2pe_sah5.waz

(h=0.05)
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L27W1.0 ACC-CASE1-RUP1-R000-S06_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R000-S06_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R000-S08_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R000-S09_PNS_spc.waz

L27W1.5 ACC-CASE2-RUP1-R000-S06_PNS_spc.waz

ACC-CASE2-RUP2-R000-S06_PNS_spc.waz

ACC-CASE2-RUP3-R000-S08_PNS_spc.waz

ACC-CASE2-RUP4-R000-S09_PNS_spc.waz

L20E1.0 ACC-CASE1-RUP1-R068-S03_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R068-S01_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R068-S07_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R068-S10_PNS_spc.waz

L27E1.0 ACC-CASE1-RUP1-R192-S08_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R192-S03_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R192-S01_PNS_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R192-S10_PNS_spc.waz

L27E1.5 HYB.ACC-CASE2-RUP1_1pn_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP2_1pn_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP3_1pn_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP4_1pn_sah5.waz

(h=0.05)

鉛直方向水平方向

NS方向 EW方向

①西傾斜 基本震源モデル
②西傾斜 応力降下量の不確かさを考慮したケース
③東傾斜 基本震源モデル
④東傾斜 断層長さの不確かさを考慮したケース
⑤東傾斜 断層長さおよび応力降下量の不確かさを考慮したケース
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L27W1.0 ACC-CASE1-RUP1-R000-S06_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R000-S06_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R000-S08_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R000-S09_UD_spc.waz

L20W1.5 ACC-CASE2-RUP1-R000-S06_UD_spc.waz

ACC-CASE2-RUP2-R000-S06_UD_spc.waz

ACC-CASE2-RUP3-R000-S08_UD_spc.waz

ACC-CASE2-RUP4-R000-S09_UD_spc.waz

L20E1.0 ACC-CASE1-RUP1-R068-S03_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R068-S01_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R068-S07_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R068-S10_UD_spc.waz

L27E1.0 ACC-CASE1-RUP1-R192-S08_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP2-R192-S03_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP3-R192-S01_UD_spc.waz

ACC-CASE1-RUP4-R192-S10_UD_spc.waz

L27E1.5 HYB.ACC-CASE2-RUP1_3ud_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP2_3ud_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP3_3ud_sah5.waz

HYB.ACC-CASE2-RUP4_3ud_sah5.waz

(h=0.05)

 断層モデルを用いた地震動の評価には，統計的グリーン関数法※１（一部理論的手法とのハイブリッド※２）を採用※３。

※1 波形合成は入倉ほか（1997）による。
※2 短周期は入倉ほか（1997）による統計的グリーン関数法，長周期はHisada(1994)による理論的方法（波数積分法）を用いた。
※3 算定に用いた地盤モデルは第808回審査会合資料（「基準地震動策定のうち地下構造の評価について」（令和元年12月6日））による。

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

【参考】具体的な地震動評価

（３）断層モデルによる地震動評価
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※Noda et al.（2002）による距離減衰式の適用範囲外であるため，Noda et al.（2002）以外の距離減衰式による評価（水平方向）を実施。

①西傾斜 基本震源モデル，②西傾斜 応力降下量の不確かさを考慮したケース（M7.0，Xeq=14km）
③東傾斜 基本震源モデル（M6.8，Xeq=9km） ※ 
④東傾斜 断層長さの不確かさを考慮したケース，⑤東傾斜 断層長さおよび応力降下量の不確かさを考慮したケース（M7.0，Xeq=10km） ※

水平方向 鉛直方向
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Kanno_et_al.（2006）,Mw=6.5,AVS30=1300,X=5.75,D<=30km

Zhao et al.（2006）,Mw=6.5,D=9,X=5.75

内山・翠川（2006）,Mw=6.5,D=9,X=5.75

片岡ほか（2006）,Mw=6.5,A=1.05E+19,X=5.75,内陸型

片岡ほか（2006）,Mw=6.5,A=1.58E+19,X=5.75,内陸型

Abrahamson et al.(2014),Mw=6.5,Rrup=5.75

Boore et al.(2014),Mw=6.5,Vs30=1300,Rjb=0

Campbell and Bozorgnia (2014),Mw=6.5,Rrup=5.75

Chiou and Youngs (2014),Mw=6.5,Vs30=1300

Idriss (2014),Mw=6.5,Rrup=5.75,Vs30=1300

Abrahamson et al.(2014),Mw=6.4,Rrup=5.743.waz

Boore et al.(2014),Mw=6.4,Vs30=1300,Rjb=0.waz

Campbell and Bozorgnia (2014),Mw=6.4,Rrup=5.743.waz

Chiou and Youngs (2014),Mw=6.4,Vs30=1300.waz

Idriss (2014),Mw=6.4,Rrup=5.743,Vs30=1300.waz

Kanno_et_al.（2006）,Mw=6.4,AVS30=1300,X=5.743,D＜=30.waz

Zhao et al.（2006）,Mw=6.4,D=9,X=5.473.waz

内山・翠川（2006）,Mw=6.4,D=9,X=5.743.waz

片岡ほか（2006）,Mw=6.4,A=1.29E+19,X=5.743,内陸型.waz

片岡ほか（2006）,Mw=6.4,A=8.62E+18,X=5.743,内陸型.waz

耐専'99,Ｍ7,Xeq=14,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし
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耐専'99,Ｍ7,Xeq=14,Vp=2.2,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)

Noda et al.（2002）以外の距離減衰式：kanno et al.（2006）， Zhao et al.（2006），内山・翠川（2006），片岡ほか（2006）， Abrahamson et al.（2014），
Boore et al.（2014），Campbell et at.（2014），Chiou et al.（2014），Idriss（2014）

 横浜断層（西傾斜）による地震については，Noda et al.（2002）（内陸補正なし）により評価。
 横浜断層（東傾斜）による地震については，Noda et al.（2002）の適用範囲外のため，その他の各種距離減衰式で評価。

18 横浜断層（東傾斜）の考慮について

【参考】具体的な地震動評価

（４）応答スペクトルによる地震動評価
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